
   ○鞍手町手話言語条例                                 

                       令和４年 12月 20 日鞍手町条例第 11号 

   鞍手町手話言語条例                                  

手話は、手や指、身体の動きや顔の表情などを用いて、物の名前や抽象的な概念などを視

覚的に表現する独自の文法を持つ一つの言語である。障害者の権利に関する条約において、

言語は音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいうとされ、障害者基本法でも、手話

が言語に含まれることが明記されている。                                        

一方で、わが国では、過去の一時期にろう学校で手話の使用が事実上禁止されるなど、手

話の使用について様々な制約を受けてきた歴史があり、手話が言語であることに対する理

解が十分であるとは言い難い。                                          

こうした中で、手話は言語であるとの認識に基づき、手話への理解を広げ、手話を守るこ

とができる環境づくりを推進する必要がある。                              

ろう者、難聴者、中途失聴者など手話を必要とする者の意思疎通を行う権利を守り、その

意思が尊重され、安心して生活することができる共生社会の実現を目指し、この条例を制定

する。       

 （目的）                                         

 第１条 この条例は、手話が独自の文法を持つ一つの言語であるという認識のもと、手話

に対する理解の促進及び手話の普及に関する基本理念を定め、町の責務並びに町民及び事

業者の役割を明らかにするとともに、町の施策を総合的かつ計画的に推進するために必要

な基本事項を定め、もってろう者、難聴者、中途失聴者など手話を必要とする者（以下「手

話を必要とする者」という。）の意思疎通を行う権利が尊重され、安心して生活することが

できる共生社会の実現に寄与することを目的とする。                                            

 （基本理念）                                       

 第２条 手話に対する理解の促進及び手話の普及は、手話が一つの言語であるという認

識のもと、一人ひとりが相互に人格と個性を尊重し合いながら、社会を構成する一員として

社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参画する機会が確保される共生社会の実現を

旨として行われなければならない。                                           

 （町の責務）                                       

 第３条 町は、この条例の目的を達成するため、前条の基本理念（以下「基本理念」とい

う。）にのっとり、手話を必要とする者の意思疎通を行う権利を尊重し、関係機関と連携し

て、手話に対する理解の促進、手話の普及その他手話を使用しやすい環境の整備を行うもの

とする。         

 ２ 町は、手話を必要とする者の自立した日常生活及び地域における社会参加を保障す

るため、必要な施策を講ずるものとする。                                

 （町民の役割）                                      

 第４条 町民は、地域社会で共に暮らす一員として、手話を必要とする人と手話でコミュ



ニケーションすることにより、暮らしやすい地域社会の実現に寄与するよう努めるものと

する。       

 ２ 手話を必要とする人は、町の施策に協力するとともに、手話の意義及び基本理念に対

する理解の促進並びに手話の普及に努めるものとする。                         

 （事業者の役割）                                     

 第５条 事業者は、手話を必要とする人が利用しやすいサービスを提供し、手話を必要と

する人が働きやすい環境を整備するよう努めるものとする。                       

 （施策の推進）                                      

 第６条 町は、次に掲げる施策を実施するものとする。                    

  (１) 手話に対する理解の促進及びその普及に関する施策                  

  (２) 手話により情報を得る機会の拡大に関する施策                    

  (３) 手話通訳者の派遣その他意思疎通の支援に関する施策                 

  (４) 前３号に掲げるもののほか、町長が必要と認める施策                 

 ２ 町は、前項に掲げる施策の実施状況について、手話を必要とする者、手話通訳者その

他の関係者と意見を交換し、互いに協議して検討するものとする。                    

 （災害時における措置）                                  

 第７条 町は、災害その他の非常事態において、手話を必要とする者が必要な情報を迅速

かつ的確に取得し、円滑に意思疎通を図ることができるよう、関係機関と連携し、必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。                                      

 （財政措置）                                       

 第８条 町は、手話に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努

めるものとする。                                           

 （委任）                                         

 第９条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。           

   附 則                                        

この条例は、令和５年４月１日から施行する。                         


